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１ 各会計予算規模
2026（令和 8）年度の各会計予算規模は、次のとおりです。 

一般会計に特別会計及び下水道事業会計を合わせた全会計では、240 億 9,261 万 2 千円

で、前年度比 2.1％の減となっています。 

 

 後期高齢者医療及び介護保険は前年度に比べ増加したものの、一般会計、国民健康保険、

下水道事業会計は減少しています。 

  

(単位：千円、％）

下 水 道 事 業 会 計

国 民 健 康 保 険
特

別

会

計

3,506,013 △142,668

1,315,578 119,115

8,333,057 8,284,167 48,890

△4.1

後期高齢者医療

介 護 保 険

小 計

2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増 減 伸率

一 般 会 計

区 分

12,890,000 13,283,000 △393,000 △3.0

3,363,345

1,434,693

合 計 24,092,612 24,599,677 △507,065 △2.1

9.1

3,535,019 3,462,576 72,443 2.1

0.6

2,869,555 3,032,510 △162,955 △5.4
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２ 一般会計予算案の概要

2026（令和 8）年度は「第五次葉山町総合計画」第１期基本計画（2025～2028、令和 7～

10 年度）の 2 年目となります。 

総合計画実施計画に紐づく各施策に対し、財源を重点的かつ効率的に配分し、町が目指

す将来像「自分らしく、つながるまち」の実現を図ります。 

 

２-１ あらたな施策 

政策/基盤分野１ “教育” 

基本施策 1-1 もっと、ワクワクする学びを 

○新学校業務改善推進事業委託  ★小中一貫教育推進事業 

基本施策 1-2 もっと、一人ひとりの学びを 

○新スクールロイヤー謝礼 

○新フリースクール等利用児童・生徒支援金 

★教育相談事業 

★フリースクール等利用児童・生徒支援事業  

基本施策 1-4 もっと、通いたい空間を 

○新葉山町学校整備基本計画追加検討業務委託  ★楽校づくり推進事業 

基本施策 1-5 もっと、つながる地域を 

○新放課後委託事業 

○新地域学校協働活動本部補助金 

★地域学校協働活動推進事業  

★地域学校協働活動推進事業 

政策/基盤分野２ “子育て・子育ち” 

基本施策 2-1 多様な保育の充実 

○新乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） ★乳児等のための支援給付事業 

基本施策 2-2 魅力ある子育て環境づくり 

○新５歳児健診 

○新ＲＳウイルス（予防接種） 

 ★母子保健事業 

乳幼児等予防接種事業 

政策/基盤分野３ “福祉” 

基本施策 3-1 地域での助け合い・支え合いの促進 

あらたな施策や拡充する施策を総合計画体系別に整理・区

分して掲載しています。 

 あらたに行うもの・・・・・○新  

 拡充となるもの・・・・・・□拡  
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○新地域密着型サービス等整備等助成事業費補助金 

○新施設開設準備経費等支援事業費補助金 

各種福祉団体等補助金 

各種福祉団体等補助金  

基本施策 3-3 安心して暮らしていける環境づくり 

○新介護職員等研修費補助金 

○新高齢者補聴器装用推進事業 

★在宅高齢者福祉サービス事業 

★在宅高齢者福祉サービス事業  

基本施策 3-4 障害福祉の充実 

日常生活用具費支給（○新 非常用電源装置） 在宅障害者福祉対策推進事業 

政策/基盤分野４ “保健・医療” 

基本施策 4-1 予防活動の推進（ゼロ次予防から三次予防まで） 

□拡高用量インフルエンザワクチン予防接種 ★高齢者等インフルエンザワクチン予防接種事業 

基本施策 4-3 地域医療の連携体制の強化 

□拡障害者歯科診療体制の拡充 

□拡災害時医療救護所体制強化 

★救急医療対策事業 

★災害医療対策事業 

政策/基盤分野５ “防災・救急” 

基本施策 5-1 地域防災力の向上 

○新ＡＥＤトレーニングユニット購入 ★消防団活動事業 

基本施策 5-2 持続可能な消防・救急・防災体制の確保 

○新防災行政無線実施設計業務委託 

○新緊急消防援助隊全国合同訓練参加 

救急活動資器材の整備（○新予備救急車用スマートフォン） 

○新高規格救急車（高規格救急車用資機材搭載）購入 

○新予備救急車用資機材購入  

★防災行政無線維持管理事業 

★消防活動事業 

★救急活動事業 

★消防車両等整備事業 

★消防車両等整備事業 

政策/基盤分野６ “都市環境” 

基本施策 6-2 葉山らしい自然や文化的な景観の維持・保全 

○新臨御橋橋梁補修補強工事監理業務委託 

○新臨御橋橋梁補修補強工事 

臨御橋架け替えプロジェクト推進事業 

臨御橋架け替えプロジェクト推進事業 

基本施策 6-3 地域公共交通の維持・向上 
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地域公共交通実証運行事業委託（□拡運行時間の拡大） ★地域公共交通実証運行事業 

政策/基盤分野７ “産業・観光” 

基本施策 7-1 新たな特産品・魅力の創出 

基本施策 7-2 農地活用の推進 

基本施策 7-3 資源循環型農業の推進 

○新農産物高温対策支援事業補助金 

○新朝市・農産物加工施設照明ＬＥＤ交換工事 

★地場農産物振興対策事業 

★地場農産物振興対策事業 

基本施策 7-5 互いを思いやる観光 

○新レスポンシブルツーリズム啓発冊子印刷代 

○新レスポンシブルツーリズム啓発冊子翻訳業務委託 

○新レスポンシブルツーリズム啓発動画制作業務委託 
 

企画調整事業 

企画調整事業 

企画調整事業 

政策/基盤分野８ “自然環境” 

基本施策 8-2 緑と水
み ず

辺地
べ ち

の保全 

○新町有緑地内樹木計画的剪定業務委託 
 

★緑の保全事業 

基本施策 8-3 動植物・生態系の保全 

○新鳥獣被害対策専門員報酬 ★鳥獣保護管理対策事業 

基本施策 8-4 ゼロ・ウェイスト社会を目指す循環型のまちづくり 

○新ごみ処理基本計画策定業務補助員報酬等 

○新生ごみ堆肥化にかかるアドバイザー謝礼 

★ゼロ・ウェイスト推進事業 

★生ごみ資源化処理事業 

基本施策 8-5 ペット共生社会の実現 

○新猫用ステッカーシール購入 

○新犬のうんち回収ＢＯＸ購入 

○新犬のうんち回収ＢＯＸ管理委託 
 

★ペット共生事業 

★ペット共生事業 

★ペット共生事業  

政策/基盤分野９ “文化” 

基本施策 9-4 人権尊重社会の形成 

○新犯罪被害者等の支援 犯罪被害者等支援事業 

政策/基盤分野 10 “DX” 
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基本施策 10-1 住民サ－ビスの維持・利便性の向上 

基本施策 10-2 持続可能で質の高い行政サ－ビスの確保 

基本施策 10-3 地域の暮らしを支えるデジタル技術の基盤整備 

○新施設予約用タブレット通信費 

○新神奈川県外部デジタル人材シェアリング事業負担金 

○新ＰＭＨ(パブリックメディカルハブ)データ連携用ＰＣ購入 

★ＩＣＴ推進事業 

★ＩＣＴ推進事業 

★神奈川県町村情報システム共同事業 

政策/基盤分野 11 “行財政” 

基本施策 11-4 地域経営を実現する戦略的な広報の推進 

○新町ＰＲ大使謝礼 

□拡町内（自治）会補助金 

○新木古庭会館エアコン交換工事 

○新上山口会館ウッドデッキ補修工事 

○新上山口会館防炎カーテン交換工事 

★町ＰＲ事業 

町内（自治）会支援事業 

町内（自治）会支援事業 

町内（自治）会支援事業 

町内（自治）会支援事業 

政策/基盤分野 12 “公共施設” 

基本施策 12-2 将来の公共施設のあり方の検討 

○新堀内会館再整備設計業務委託 

○新堀内会館解体工事 

★堀内会館等再整備事業 

★堀内会館等再整備事業 

政策/基盤分野 15 “都市インフラ” 

基本施策 15-1 安全で快適な町道の確保 

○新狭あい道路拡幅整備測量等委託 

○新狭あい道路拡幅整備改修工事 

○新狭あい道路拡幅整備補助金 

★狭あい道路拡幅整備事業 

★狭あい道路拡幅整備事業 

★狭あい道路拡幅整備事業 

基本施策 15-5 公園の価値向上 

○新鐙摺東公園柵修繕 

○新一色公園階段修繕 

○新ジャングルジム公園高木伐採業務委託 

○新南郷上ノ山公園公衆トイレ建替えに伴う設計業務委託 

○新木の下駐車場管理機器賃借料 

○新一色台中央・一色台西公園整備工事 

○新（仮称）茅木山公園整備工事 

○新木の下公園手すり整備工事 

★公園管理事業 

★公園管理事業 

★公園管理事業 

★公園管理事業 

★公園管理事業 

★公園管理事業 

★公園管理事業 

★公園管理事業 
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２-２ 歳入 

主な内訳は、町税が 62 億 7,674 万 5 千円（構成比 48.7％）、地方交付税が 15 億 5,000 万

円（同 12.0％）、国庫支出金が 16 億 2,051 万 6 千円（同 12.6％）、県支出金が 10 億 6,962 万

9 千円（同 8.3％）、繰入金が 3 億 9,941 万 1 千円（同 3.1％）などとなっています。 

  (単位：千円、％）

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 伸率

6,276,745 48.7 6,141,631 46.2 135,114 2.2

64,301 0.5 63,001 0.5 1,300 2.1

1,008,004 7.8 945,001 7.1 63,003 6.7

配 当 割 交 付 金 75,000 0.6 55,000 0.4 20,000 36.4

株式等譲渡所得割交付金 80,000 0.6 60,000 0.5 20,000 33.3

地 方 消 費 税 交 付 金 730,000 5.7 700,000 5.3 30,000 4.3

地 方 特 例 交 付 金 25,003 0.2 34,000 0.3 △8,997 △26.5

1,550,000 12.0 1,380,000 10.4 170,000 12.3

普 通 交 付 税 1,500,000 11.6 1,330,000 10.0 170,000 12.8

特 別 交 付 税 50,000 0.4 50,000 0.4 0 0.0

1,620,516 12.6 1,636,326 12.3 △15,810 △1.0

1,069,629 8.3 979,491 7.4 90,138 9.2

399,411 3.1 601,904 4.5 △202,493 △33.6

財 政 調 整 基 金 200,000 1.6 320,000 2.4 △120,000 △37.5

公共公益施設整備基金 179,000 1.4 277,000 2.1 △98,000 △35.4

ふるさと葉山みどり基金 11,411 0.1 4,904 0.0 6,507 132.7

200,000 1.6 200,000 1.5 0 0.0

147,000 1.1 540,000 4.1 △393,000 △72.8

554,394 4.3 795,646 6.0 △241,252 △30.3

12,890,000 100.0 13,283,000 100.0 △393,000 △3.0

※1

※2 分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、諸収入

2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　　減

県 支 出 金

各種交付金　　(※1)

繰 入 金

町 債

そ　の　他　　(※2)

合 計

町 税

地 方 譲 与 税

繰 越 金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付
金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

区 分
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 地方譲与税全体は、国が示す地方税及び地方譲与税収入見込などから 6,430 万 1

千円（前年度比＋130 万円、＋2.1％）と見込んでいます。 

 直近の交付実績などから自動車重量譲与税を 4,500 万円（同比＋100 万円）と見

込みます。 

地方譲与税 

 各種交付金全体は、10 億 800 万 4 千円（同比＋6,300 万 3 千円、＋6.7％）と見込

んでいます。 

 配当割交付金は、直近の交付実績や企業業績の状況などから 7,500 万円（同比＋

2,000 万円）、株式等譲渡所得割交付金は、直近の交付実績や株価の状況などから

8,000 万円（同比＋2,000 万円）、地方消費税交付金は、直近の交付実績や物価高騰

の影響などから 7 億 3,000 万円（同比＋3,000 万円）と見込みます。 

各種交付金 

 地方交付税全体は、国が示した地方財政対策や交付実績などから、15 億 5,000

万円（同比＋1 億 7,000 万円、＋12.3％）と見込んでいます。 

 普通交付税は、国の地方財政対策や交付実績などから 15 億円（同比＋1 億 7,000

万円）と見込みます。 

特別交付税は、近年の交付実績や他の団体の状況（災害被災地への配分）など

から 5,000 万円（前年度と同額）と見込みます。 

地方交付税 

 国庫支出金全体は、16 億 2,051 万 6 千円（同比△1,581 万円、△1.0％）と見込ん

でいます。 

 前年度に計上していた GIGA スクール用タブレット購入に対する公立学校情報機

器整備費補助金（前年度 1 億 857 万円）がなくなったことや、児童手当国庫負担

金を交付対象児童の状況に基づき 5 億 2,985 万 2 千円（同比△2,143 万 7 千円）と

見込みます。 

国庫支出金 

 県支出金全体は、10 億 6,962 万 9 千円（同比＋9,013 万 8 千円、＋9.2％）と

見込んでいます。 

 令和 8 年度から小学校給食費軽減負担金を 9,838 万 4 千円計上したことや、

地域医療介護総合確保基金事業費補助金を 6,014 万 8 千円（同比＋1,263 万 6 千

円）と見込みます。 

 

県 支 出 金 

 繰入金全体では、3 億 9,941 万 1 千円（同比△2 億 249 万 3 千円、△33.6％）と

見込んでいます。 

 財源調整のための財政調整基金繰入金は、2 億円（同比△1 億 2,000 万円）、公共

工事費等の財源とする公共公益施設整備基金繰入金は、1 億 7,900 万円（同比△

9,800 万円）と見込みます。 

繰 入 金 

 町債全体では、1 億 4,700 万円（同比△3 億 9,300 万円、△72.8％）と見込んでい

ます。 

事業債は、あらたに堀内会館等再整備事業債を 7,500 万円、みそぎ橋橋梁補修事

業債を 5,000 万円、塵芥収集車購入事業債を 2,200 万円と見込みます。 

前年度に比べ高額な事業債借入れを計上していない（前年度、役場庁舎空調設備

等改修事業債 4 億 500 万円を計上等）ため、減少しています。 

町 債 



8 
 

〇 町税の内訳

  

町税全体は、堅調な景況を維持していることなどを踏まえ、前年度比で 2.2％増の 62 億

7,674 万 5 千円となっています。 

町民税は、民間等において初任給引上げやベースアップにより相応の賃金水準の確保が

見られることから、前年度比で 3.6％増の 33 億 1,635 万 6 千円となっています。 

固定資産税と都市計画税は、土地の負担調整措置などにより、前年度比で固定資産税は

0.8％増の 22 億 4,999 万 9 千円、都市計画税は 0.7％増の 5 億 2,042 万 1 千円となっていま

す。 

一人あたりの町税額は、前年度に比べ 6,474 円増加しています。 
   

(単位：千円、％）

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 額 伸率

町 民 税 3,316,356 52.8 3,201,635 52.1 114,721 3.6

固 定 資 産 税 2,249,999 35.8 2,231,656 36.3 18,343 0.8

軽 自 動 車 税 58,012 0.9 61,141 1.0 △3,129 △ 5.1

町 た ば こ 税 131,957 2.1 130,253 2.1 1,704 1.3

都 市 計 画 税 520,421 8.3 516,946 8.4 3,475 0.7

合　　計 6,276,745 100.0 6,141,631 100.0 135,114 2.2

2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減
区 分

区　　　分 2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減

１月１日現在人口 31,458人 31,813人 △355人

一人あたり町税額 199,528円 193,054円 6,474円
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２-３ 歳出 

（１）目的別 

 目的別内訳では、総務費が 17 億 1,831 万 5 千円（構成比 13.3％）、民生費が 51 億 3,541

万 7 千円（同 39.8％）、衛生費が 14 億 4,437 万 6 千円（同 11.2％）、土木費が 12 億 6,377

万 3 千円（同 9.8％）、教育費が 13 億 5,559 万 7 千円（同 10.5％）となっています。 

  (単位：千円、％）

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 伸率

議 会 費 182,633 1.4 186,937 1.4 △4,304 △2.3

総 務 費 1,718,315 13.3 2,118,989 16.0 △400,674 △18.9

民 生 費 5,135,417 39.8 5,022,135 37.8 113,282 2.3

衛 生 費 1,444,376 11.2 1,539,709 11.6 △95,333 △6.2

農 林 水 産 業 費 43,591 0.3 46,005 0.3 △2,414 △5.2

商 工 費 334,673 2.6 187,422 1.4 147,251 78.6

土 木 費 1,263,773 9.8 1,291,777 9.7 △28,004 △2.2

消 防 費 780,185 6.1 788,810 5.9 △8,625 △1.1

教 育 費 1,355,597 10.5 1,457,856 11.0 △102,259 △7.0

災 害 復 旧 費 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

公 債 費 590,440 4.6 602,360 4.5 △11,920 △2.0

予 備 費 40,000 0.3 40,000 0.3 0 0.0

合 計 12,890,000 100.0 13,283,000 100.0 △393,000 △3.0

区　　　分
2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　　減
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 ※各科目において、給料や職員手当の増額改定等を踏まえた職員給与費を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 議会費は、1 億 8,263 万 3 千円（前年度比△430 万 4 千円、△2.3％）と見込んでい
ます。 

 議員共済への負担金（同比△102 万 3 千円）や会議録作成委託料（同比△494 万 6

千円）が減ったことなどから、減と見込みます。 

議 会 費 

 総務費は、17 億 1,831 万 5 千円（同比△4 億 67 万 4 千円、△18.9％）と見込んで
います。 

 ふるさと納税管理業務委託料は増えたものの、役場庁舎空調設備改修工事（同比
△4 億 7,478 万円）や神奈川県町村情報システム共同事業負担金（同比△4,897 万 4

千円）が減ったことなどから、減と見込みます。 

総 務 費 

 民生費は、51 億 3,541 万 7 千円（同比＋1 億 1,328 万 2 千円、＋2.3％）と見込ん
でいます。 

 国民健康保険特別会計繰出金は減ったものの、後期高齢者医療広域連合療養給付
費繰出金（同比＋2,464 万 5 千円）や保育給付（委託）（同比＋5,152 万 7 千円）が増
えたことなどから、増と見込みます。 

民 生 費 

 衛生費は、14 億 4,437 万 6 千円（同比△9,533 万 3 千円、△6.2％）と見込んでい
ます。 

 クリーンセンターの廃棄物資源化・処分委託料（同比△6,875 万 8 千円）や合併処
理浄化槽設置整備事業補助金（同比△4,130 万 6 千円）、予防接種委託料（同比△
1,996 万 7 千円）が減ったことなどから、減と見込みます。 

衛 生 費 

 農林水産業費は、4,359 万 1 千円（同比△241 万 4 千円、△5.2％）と見込んでいま
す。 

 農業人材力強化総合支援事業補助金（同比△225 万円）が減ったことなどから、
減と見込みます。 

 

 商工費は、3 億 3,467 万 3 千円（同比＋1 億 4,725 万 1 千円、＋78.6％）と見込ん
でいます。 

 あらたに臨御橋橋梁補修補強工事（同比＋1 億 3,600 万円）やみそぎ橋橋梁補修工
事（同比＋1,061 万円）、仙元山ハイキングコース危険木伐採業務委託（同比＋511

万 6 千円）が増えたことなどから、増と見込みます。 

商 工 費 

 土木費は、12 億 6,377 万 3 千円（同比△2,800 万 4 千円、△2.2％）と見込んでい
ます。 

 公園の改修工事費（同比△3,000 万円）や道路維持補修費（同比△2,760 万円）、街
路整備工事費（同比△2,600 万円）、下水道事業会計補助金（同比△2,000 万円）が減
ったことなどから、減と見込みます。 

土 木 費 

 消防費は、7 億 8,018 万 5 千円（同比△862 万 5 千円、△1.1％）と見込んでいま
す。 

 前年度に計上していた消防救急デジタル無線(共通波)更新整備負担金（同比△
5,519 万 1 千円）や消防団詰所の改修工事費（同比△2,997 万 7 千円）が減ったこと
などから、減と見込みます。 

消 防 費 

 教育費は、13 億 5,559 万 7 千円（同比△1 億 225 万 9 千円、△7.0％）と見込んで
います。 

 前年度に計上していた GIGA スクール用タブレット購入費（小学校分 同比△1 億
2,621 万円、中学校分 同比△6,080 万 6 千円）が減ったことなどから、減と見込みま
す。 

教 育 費 
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（２）性質別 

 性質別内訳では、人件費が 35 億 9,321 万 3 千円（構成比 27.9％）、物件費が 23 億 4,838

万 5 千円（同 18.2％）、扶助費が 26 億 7,899 万 2 千円（同 20.8％）、投資的経費が 6 億

2,532 万 4 千円（同 4.9％）、公債費が 5 億 9,044 万円（同 4.6％）、繰出金が 13 億 3,499 万

3 千円（同 10.4％）となっています。 

  （単位:千円、％）

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 伸率

3,593,213 27.9 3,406,193 25.6 187,020 5.5

2,348,385 18.2 2,548,208 19.2 △199,823 △7.8

185,404 1.4 212,138 1.6 △26,734 △12.6

2,678,992 20.8 2,638,162 19.9 40,830 1.5

1,458,122 11.3 1,500,722 11.3 △42,600 △2.8

10,264,116 79.6 10,305,423 77.6 △41,307 △0.4

624,324 4.8 956,238 7.2 △331,914 △34.7

内 補 助 事 業 43,100 0.3 108,067 0.8 △64,967 △60.1

訳 単 独 事 業 581,224 4.5 848,171 6.4 △266,947 △31.5

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

625,324 4.9 957,238 7.2 △331,914 △34.7

590,440 4.6 602,360 4.5 △11,920 △2.0

31,126 0.2 21,315 0.2 9,811 46.0

4,001 0.0 4,001 0.0 0 0.0

1,334,993 10.4 1,352,663 10.2 △17,670 △1.3

1,960,560 15.2 1,980,339 14.9 △19,779 △1.0

40,000 0.3 40,000 0.3 0 0.0

12,890,000 100.0 13,283,000 100.0 △393,000 △3.0合 計

消
費
的
経
費

小 計

投
資
的
経
費

小 計

そ
の
他

小 計

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

普通建設事業費

繰 出 金

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

区　　　　分
2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　　減

積 立 金

貸 付 金
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人 件 費：職員の給料、職員手当、共済費や議員の報酬など 

物 件 費：旅費や消耗品・備品の購入費、修繕費、施設の管理委託料など 

維 持 補 修 費：施設や設備の機能を維持するための補修費用など 

扶 助 費：社会保障の一環として行う医療給付や手当など 

補 助 費 等：各種団体への補助金など 

投 資 的 経 費：学校や道路などの施設整備に係る経費など 

公 債 費：借入金の返済元金及び利子 

投資及び出資金：公営企業会計などに出資する経費 

繰 出 金：特別会計への補てんなど 

 人件費は、35 億 9,321 万 3 千円（前年度比＋1 億 8,702 万円、＋5.5％）と見込ん

でいます。 

 人事院勧告に基づく給料や職員手当の増額改定により職員給与費が増えているこ

となどから、増と見込みます。 

人 件 費 

 物件費は、23 億 4,838 万 5 千円（同比△1 億 9,982 万 3 千円、△7.8％）と見込ん

でいます。 

 前年度に計上していた GIGA スクール用タブレット購入費（小学校分 同比△1 億

2,621 万円、中学校分 同比△6,080 万 6 千円）が減ったことなどから、減と見込みま

す。 

物 件 費 

 維持補修費は、1 億 8,540 万 4 千円（同比△2,673 万 4 千円、△12.6％）と見込ん

でいます。 

 道路維持補修工事費が前年度より減ることなどから、減と見込みます。 

維持補修費 

 扶助費は、26 億 7,899 万 2 千円（同比＋4,083 万円、＋1.5％）と見込んでいま

す。 

 前年度に比べ児童手当支給額や小・中学校の就学援助事業費が減るものの、保育

給付（委託）が増えることなどから、増と見込みます。 

扶 助 費 

 投資的経費は、6 億 2,532 万 4 千円（同比△3 億 3,191 万 4 千円、△34.7％）と見

込んでいます。 

 あらたに堀内会館等再整備事業やみそぎ橋橋梁補修工事、塵芥収集車の購入を行

うものの、前年度の役場庁舎空調設備等改修がなくなることで減ることが上回るた

め、減と見込みます。 

投資的経費 

 公債費は、5 億 9,044 万円（同比△1,192 万円、△2.0％）と見込んでいます。 

 事業債の借入れ利率が上昇することで利子返済額は増えるものの、借入額が前年

度より減ることなどで元金返済額が減るため、減と見込みます。 

公 債 費 

 積立金は、3,112 万 6 千円（同比＋981 万 1 千円、＋46.0％）と見込んでいます。 

 政府及び日銀による政策金利引き上げにより、各基金の預け入れ口座の利率も上

昇していることに伴い、発生見込みの利子分の基金への積立額が増えるため、増と

見込みます。 

積 立 金 

 繰出金は、13 億 3,499 万 3 千円（同比△1,767 万円、△1.3％）と見込んでいま

す。 

 後期高齢者医療や介護保険特別会計への繰出金が増えるものの、国民健康保険特

別会計への繰出金が減ることが上回るため、減と見込みます。 

繰 出 金 

 補助費等は、14 億 5,812 万 2 千円（同比△4,260 万円、△2.8％）と見込んでいま

す。 

 前年度に比べ神奈川県町村情報システム共同事業組合負担金が減ることや、下水

道事業会計への補助金が減ることなどから、減と見込みます。 

補 助 費 等 
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２-４ 町民一人あたりの予算額 

町民一人あたりの予算額は、409,753 円（前年度比△7,781 円）です。 

 ※各年度の予算額を 1 月 1日現在人口で計算しています。（令和 8 年度 31,458 人、令和 7 年度 31,813 人） 

 

２-５ 予算を家計に例えると・・・ 

一般会計の予算額を年収 500 万円の家計に例えると次のようになります。 

（単位：万円、（ ）内は前年度比増減） 

収  入 支  出 

給料（町税） 243（＋12） 生活費（人件費） 139（＋11） 

諸手当（譲与税・交付金・国県支
出金） 

146（＋10） 医療費（扶助費） 104（ ＋5） 

貯金の取崩し（繰入金） 16（ △7） ローンの返済（公債費） 23（   0） 

家賃（使用料・手数料など） 29（ △9） 家の増改築（投資的経費） 24（△12） 

親からの仕送り（地方交付税） 60（ ＋8） 子どもへの仕送り（繰出金） 52（ ＋1） 

ローン借入れ（町債） 6（△14） その他の生活費（物件費など） 158（ △5） 

収入 合計 500         支出 合計 500         

地域活動・行政運営に
60,428、14.7％（△12,056）

高齢者・障害者(児)・児童・母子
父子家庭に

163,247、39.8％(＋5,383）

保健・医療・環境保全に
45,914、11.2％（△2,485）

観光・産業の振興に
12,024、2.9％（＋4,687）

道路・公園・まちづくりに
40,173、9.8％（△432）

救急・防災等町民の安全安心に
24,833、6.1％（＋6）

学校・図書館・生涯学習に
43,092、10.5％（＋2,734）

借入金の返済に
18,769、4.6％（△165）

いざというときのために
1,272円、0.3％（＋15）

※ 単位：円、％は構成比 

( )内は対前年度増減額 
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３ 町債の状況

一般会計と下水道事業会計を合わせた町全体の 2026（令和 8）年度末の町債現在高は、

112 億 8,200 万円となる見込みで、前年度より 4 億 5,400 万円減少する見込みです。 

 

2026（令和 8）年度の借入額は、一般会計 1 億 4,700 万円と下水道事業会計 4 億 9,800 万

円を合計して 6 億 4,500 万円となり、元金返済額の 10 億 9,900 万円を下回ります。 

・グラフは、2024（令和 6）年度は決算額、2025（令和 7）～2026（令和 8）年度は借入れ見込額で整理しています。 

 

2026（令和 8）年度は、借入額 6 億 4,500 万円を元金返済額 10 億 9,900 万円が上回ること

から、町債残高は 117 億 3,600 万円から 112 億 8,200 万円に減少する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

  

借入額 

6億 4,500万円 

元金返済額 

10億 9,900万円 

借入額より元金返済額が多いため、 

2026（令和 8）年度末の町債残高は前年度より

減少する見込みです。 
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（１）一般会計 

一般会計の町債現在高の推移を見ると、2017（平成 29）年度の 57 億 5,100 万円から

2026（令和 8）年度末に 51 億 2,700 万円となる見込みで、6 億 2,400 万円減少しています。 

町債現在高の内訳では、臨時財政対策債が 2026（令和 8）年度末の見込みで 34 億 7,200

万円となり、町債全体の 67.7％を占めています。一方、建設事業債は役場空調設備改修

工事などにより 800 万円増加し、16 億 4,200 万円となる見込みです。 

2026（令和 8）年度の借入額は、堀内会館等再整備事業などの財源として建設事業債 1

億 4,700 万円を予定しています。 

・グラフは、2024（令和 6）年度は決算額、2025（令和 7）～2026（令和 8）年度は借入れ見込額で整理しています。 

（２）下水道事業会計 

下水道事業会計の事業債現在高の推移では、2017（平成 29）年度の 73 億 3,400 万円か

ら、2026（令和 8）年度末に 61 億 5,500 万円となる見込みで、11 億 7,900 万円減少して

います。 

2026（令和 8）年度の借入額は 4 億 9,800 万円となる見込みです。 
 

 

  

臨時財政対策債 
地方一般財源（地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税など）の不足分に対処するため、施設整備などの投資的

経費以外にも充てられる（使途の制約のない）地方財政法第５条の特例として借り入れる町債です。 

地方交付税の総額が確保できないとき、その不足分の代替として借り入れるもので、後年度にその元利返済金相当

額が普通交付税算定に反映されることになっています。 

建設事業債 
建設事業（公共施設整備や道路・橋梁整備などの投資的経費）は高額な財政負担が必要となること、また将来世代

にわたりサービスを享受できることから世代間の負担の公平性を保つため、財源として借り入れる町債です。 

下水道施設整備については、下水道事業債として整理しています。 

 

◎借り入れた町債の返済は一部を除き 10 年以上の長期間に及ぶことになります。財政負担の平準化とい

う面では、現金等による支払いが単年度に財政負担が集中することになりますが、町債を活用すること

で（利子分の負担増があるものの）返済期間全体に財政負担が平準化される特性があります。 
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４ 基金の状況

各年度末時点の残高の推移ですが、2017（平成 29）年度末に 19 億 8,300 万円だったもの

が、2026（令和 8）年度末に 33 億 1,200 万円（13 億 2,900 万円増）となる見込みです。 

 

・グラフは、2024（令和 6）年度は決算額、2025（令和 7）～2026（令和 8）年度は借入れ見込額で整理しています。 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

剰

余

金 

さらに 

2025（R7）年度の 

決算確定後、剰余金

を積み立てる予定 

基金は将来の活用のため貯めておく資金（＝貯金）となります。 

葉山町には次のような基金があります。 

財政調整基金 
  災害などにより多額の費用が必要なときや財源調整等のために取り崩して使います。 

公共公益施設整備基金 
  学校や道路など公共施設の整備のために取り崩して使います。 

ふるさと葉山みどり基金 
  緑豊かな郷土を残すため公園や緑地の保全などのために取り崩して使います。 

 教育基金 
  教育の振興や教育環境の充実のために取り崩して使います。 
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５ 総合計画実施計画事業の概要

葉山町総合計画に掲げる事業を政策/基盤分野体系別に区分・整理しました。 

（表中の○新は新規のもの、□拡は拡充したもの） 

政策/基盤分野１ “教育” 

基本施策 1-1 もっと、ワクワクする学びを 

事業名 
2026 

令和 8 年度 

2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

★教育情報ネットワー

ク管理事業 
74,350 23,133 51,217 

授業や校務に必要な情報通信ネットワークなど

の環境整備を行う。 

▪校内ネットワークオンサイト保守業務委託 

▪教育情報通信ネットワーク基盤システム諸

経費（借上料、使用料等） 

▪校務支援システム諸経費（借上料、使用料等） 

▪校内ネットワーク用ファイアウォール更新

整備業務委託 

★小中一貫教育推進事

業 
1,628 1,708 △80 

小中一貫教育の推進に向けた体制作りを行う。 

 ▪楽校教育推進アドバイザー謝礼 

 ▪シンポジウムの開催、配信業務委託 

 ▪先進地視察 

 ▪○新学校業務改善推進事業委託 

★町費教職員等配置事

業 
27,089 24,600 2,489 

町費教員等の配置によるきめ細やかな学習指導

等を行う。 

 ▪町費教員の配置 

 ▪特別活動指導者等の配置 

 ▪学校司書の配置 

 ▪ICT 支援員の配置 

 ▪部活動指導員の配置 

★外国語教育推進事業 10,880 10,660 220 

国際社会に対応した人間の育成をめざし、国際理

解教育を推進する。 

 ▪外国人英語指導助手謝礼（中学校） 

 ▪英語活動指導講師謝礼（小学校） 

 ▪英語指導講師派遣事業委託（小学校） 

★学びづくり推進事業 892 892 0 
各小中学校教員の授業づくりを支援する。 

 ▪校内研究等講師謝礼 

教育調査研究事業 112 112 0 
調査研究用の資料を収集し、各校へ情報提供す

る。 
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小学校教育振興事業 18,107 18,391 △284 

義務教育教材等を整備することで教育指導の充

実を図る。 

 ▪義務教育教材の購入 

 ▪水泳授業業務委託及び大型バス借上運行業

務委託（葉山小学校、長柄小学校及び一色小学

校） 

★小学校情操教育推進

事業 
400 400 0 

各小学校が企画する芸術活動に対して助成を行

う。 

★小学校情報教育推進

事業 
27,632 170,125 

△

142,493 

情報教育を推進するとともに、情報機器等（ＰＣ

等）の整備を行う。 

 ▪教育用及び校務用コンピュータシステム借

上・保守委託 

 ▪ＡＩドリル使用料 

 ▪体育授業用情報使用料 

中学校教育振興事業 3,107 3,481 △374 

義務教育教材等を整備することで教育指導の充

実を図る。 

 ▪義務教育教材の購入 

★中学校情操教育推進

事業 
200 200 0 

各中学校が企画する芸術活動に対して助成を行

う。 

★中学校情報教育推進

事業 
17,108 84,406 △67,298 

情報教育を推進するとともに、情報機器等（ＰＣ

等）の整備を行う。 

 ▪教育用及び校務用コンピュータシステム借

上・保守委託 

▪プログラミング教材 

 ▪ＡＩドリル使用料 

 ▪探究的な学び情報使用料 

★学校給食運営事業 192,874 192,672 202 

調理員の衛生管理や食材検査、エシカル給食の推

進、カロリー計算、アレルギー管理、学校給食費

（教職員分）の徴収を行う。 

▪バイオマスストロー 

 ▪オーガニック調味料 

★図書館サービス推進

事業 
4,854 4,622 232 

図書館サービスの効果的・効率的な推進を図る。 

 ▪図書館システム保守運用業務委託 

▪図書館システム借上料 

基本施策 1-2 もっと、一人ひとりの学びを 

児童就学支援事業 242 242 0 

障害のある児童・生徒に対し適切な就学支援を行

う。 

▪就学支援委員会の開催 
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★児童生徒学校生活支

援事業 
65,205 63,826 1,379 

学校生活に困難を抱える児童・生徒を適切に支援

する。 

 ▪特別支援教育支援員の配置 

 ▪日本語指導講師の派遣 

 ▪校外宿泊活動安全管理業務委託 

人権教育推進事業 76 76 0 教職員に対して人権教育の研修を行う。 

★教育相談事業 8,324 7,726 598 

教育相談体制の充実を図るとともに、いじめに関

する重大事態に備え、調査会を設置する。 

 ▪校内教育支援センター相談員を配置（中学

校） 

 ▪教育相談スーパーバイザー謝礼 

 ▪スクールカウンセラーを配置（小学校） 

 ▪葉山町いじめ問題調査会の設置 

▪いじめ等調査委員会の設置 

▪○新スクールロイヤー謝礼 

▪校内教育支援センター管理運営経費 

★教育支援教室（ヤシの

実）管理事業 
240 240 0 

不登校児童・生徒への基礎学力の補充、集団生活

への適応指導等を行う。 

 ▪教育支援教室（ヤシの実）用消耗品の購入 

★小学校特別支援学級

振興事業 
2,214 1,774 440 

特別支援学級の教育環境を整備する。 

 ▪特別支援教育ソフト使用料 

★中学校特別支援学級

振興事業 
965 940 25 

特別支援学級の教育環境を整備する。 

 ▪特別支援教育ソフト使用料 

○新 ★フリースクール等

利用児童・生徒支援事業 
7,200 － 7,200 

不登校児童・生徒の社会的自立を目的に保護者等

への負担軽減を図る。 

▪フリースクール等利用児童・生徒支援金 

基本施策 1-3 もっと、生活に学びを 

★生涯学習推進事業 580 601 △21 

生涯学習の充実を図るための事業を実施する。 

 ▪町民大学 

 ▪社会教育委員会議 

家庭教育支援事業 267 265 2 

家庭教育支援のための事業を行う。 

 ▪家庭教育支援講座 

 ▪葉山町ＰＴＡ連絡協議会補助金 

社会人権教育啓発事業 57 55 2 
人権教育に関する各種啓発事業等を行う。 

 ▪人権啓発・教育講演会（逗子市との共催） 
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★青少年育成事業 3,078 3,297 △219 

青少年育成のための事業を行う。 

 ▪稚魚放流・クルージング体験 

▪ジュニアキャンプ 

▪逗葉地区青少年音楽祭 

▪ジュニアリーダー養成講座 

 ▪二十歳のつどい 

▪子ども会補助金（11 団体） 

★公民館教室等管理運

営事業 
292 304 △12 

生涯学習活動を行うきっかけを提供するととも

に、その活動拠点となる学校施設を開放する。 

 ▪各種公民館教室 

 ▪学校開放（一色小学校新館、葉山小学校第二

音楽室） 

資料収集保存事業 465 463 2 
海洋生物の標本等を収集し、しおさい博物館で保

管及び展示を行う。 

★教育活動・調査研究事

業 
1,161 1,008 153 

しおさい博物館に収集した資料をもとに調査・研

究・教育活動を行う。 

資料整備事業 9,428 9,185 243 
町立図書館の図書等の充実を図る。 

 ▪一般図書、児童図書の購入 

★読書活動推進事業 200 150 50 

読書活動の推進や図書館利用啓発のための事業

を行う。 

 ▪ブックスタート、「おはなし会」開催等 

★スポーツ振興事業 5,448 5,562 △114 

スポーツ振興事業を行う。 

▪葉山町スポーツ協会補助金 

▪葉山町総合型地域スポーツクラブ支援助成

金 

▪町民体力測定 

▪トップアスリートに学ぼう！ 

▪かながわ駅伝選手等送迎バス借上運行業務

委託 

★マリンスポーツ振興

事業 
3117 3,052 65 

近代ヨット発祥の地である地域特性を活かし、マ

リンスポーツ活動を推進する。 

 ▪ヨットスクール事業補助金 

 ▪マリンスポーツ体験講座 

学校体育施設開放事業 422 422 0 

スポーツ、レクリエーションの普及振興を図るた

め町内小中学校の体育施設を開放する。 

 ▪体育館・校庭開放 

基本施策 1-4 もっと、通いたい空間を 
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★楽校づくり推進事業 2,468 2,030 438 

「楽校をつくろう！」を合言葉とした教育ビジョ

ンの実現に向けて、学校の再整備に係る先導的な

取組みを行う。 

 ▪ワークショップ等支援業務委託 

▪○新 葉山町学校整備基本計画追加検討業務委

託 

基本施策 1-5 もっと、つながる地域を 

★コミュニティ・スクー

ル推進事業 
658 517 141 

コミュニティ・スクール体制の推進による社会に

開かれた教育課程の実現を目指す。 

▪学校運営協議会の設置 

▪コミュニティ・スクール ホームページ管理

業務委託 

★地域連携・体験学習推

進事業 
5,891 5,863 28 

地域の教育力を生かした体験学習や地域学習を

推進する。 

 ▪特色ある学校づくり諸経費 

 ▪社会見学等補助金 

★中学校部活動支援事

業 
6,825 6,192 633 

教育課程としての部活動等の推進を図る。 

 ▪部活動補助金 

 ▪楽器購入 

 ▪町立中学校代表生徒派遣激励費 

★地域学校協働活動推

進事業 
4,603 4,302 301 

学校と地域が相互に連携・協働し、「社会に開か

れた教育課程」を推進する。 

▪○新 放課後委託事業 

 ▪○新地域学校協働活動本部補助金 

政策/基盤分野２ “子育て・子育ち” 

基本施策 2-1 多様な保育の充実 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

★放課後児童健全育成

事業 
145,424 132,340 13,084 

放課後の居場所として、児童が快適に過ごせる場

所（青少年会館、上山口児童館、下山口児童館、

葉桜児童館及び民間学童クラブ）を提供する。 

 ▪放課後児童健全育成事業補助金 

★教育・保育給付支給事

業 
995,284 952,921 42,363 

他市及び町内民間保育所等への入所委託と民間

保育所等に対する支援を行う。 

▪保育給付（委託） 

▪認可保育所等補助金（紙おむつ処分事業費補

助） 

▪幼児教育・保育無償化助成金 

▪幼稚園類似施設利用料補助金 
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○新 ★乳児等のための支

援給付事業 
16,960 － 16,960 

全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成

育環境を整備する。 

▪○新 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園

制度）  

保育園運営事業 55,630 49,249 6,381 
町立葉山保育園の管理運営を行う。 

 ▪賄材料費 

基本施策 2-2 魅力ある子育て環境づくり 

ひとり親家庭等医療費

助成事業 
11,944 12,000 △56 

ひとり親家庭等に対して医療費の自己負担分を

助成する。（所得制限あり） 

子ども医療費助成事業 153,977 159,731 △5,754 

子ども医療費の自己負担分を助成する。 

▪入院・通院医療費（0 歳～18 歳まで 所得制

限なし） 

★母子保健事業 45,887 37,531 8,356 

各種乳幼児健診や訪問指導、健康相談、育児教室

等を行う。 

▪母子健康手帳の交付 

▪健康相談、訪問指導 

▪○新 ５歳児健診 

▪こども家庭センター（母子保健型） 

▪産後ケア事業（宿泊型、ナイトケア型、デイ

ケア型、訪問型） 

▪妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援

事業（出産・子育て応援交付金事業） 

乳幼児等予防接種事業 57,219 67,727 
△

10,508 

各種予防接種を実施する。 

▪五種混合、四種混合、二種混合、ＭＲ、日本

脳炎、ＢＣＧ、ヒブ、小児用肺炎球菌、子宮

頸がん、水痘、Ｂ型肝炎、ロタウイルス、○新
ＲＳウイルス 等 

★子育て支援推進事業 30,490 30,428 62 

子育て支援センターの管理運営を行う。 

 ▪子育て支援センター指定管理業務委託 

 ▪ファミリーサポート利用料助成 

養育医療給付事業 606 513 93 
病院等への入院が必要な乳児に対し、養育に必要

な医療給付を行う。 

基本施策 2-3 子どもが自分らしく育つ場づくり 

★児童相談事業 2,329 2,115 214 

子どもとその家庭に関する各種の相談や、関係機

関との連絡調整を行う。 

▪親支援プログラム等の実施 

▪こども家庭センターの設置運営 

▪養育支援短期入所事業（ショートステイ事

業、トワイライト事業） 

▪子育て世帯訪問支援事業 
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★発達障害児等支援推

進事業 
142,936 124,870 18,066 

発達に特別な支援を必要とする未就学児等に対

し、たんぽぽ教室等で療育指導、理学療法訓練等

を行う。 

 ▪児童発達支援事業給付費 

児童館等運営事業 38,189 33,745 4,444 児童館等の維持管理と運営を行う。 

政策/基盤分野３ “福祉” 

基本施策 3-1 地域での助け合い・支え合いの促進 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

★民生委員（児童委員）

活動事業 
6,074 5,793 281 

民生委員児童委員等の活動・相談事業を実施す

る。 

 ▪福祉活動委員報酬 

 ▪葉山町民生委員児童委員協議会補助金 

各種福祉団体等補助金 131,188 119,099 12,089 

福祉関係団体へ補助金を交付し、活動の支援を行

う。 

▪葉山町社会福祉協議会補助金 他 

▪○新 地域密着型サービス等整備等助成事業費

補助金 

▪○新 施設開設準備経費等支援事業費補助金 

★地域自殺対策強化事

業 
128 133 △5 

自殺対策計画に沿って社会全体が自殺対策に取

組むため、普及・啓発・人材育成等事業を行う。 

地域福祉計画推進事業 162 162 0 

地域福祉推進プランに沿って施策の推進を図る

とともに、計画の進行管理を行う。 

▪コミュニティソーシャルワーク入門研修業

務委託 

終活サポート事業 74 74 0 
人生の最期を自分らしく迎えることができるよ

うセミナーを開催し、終活の普及を図る。 

在宅高齢者住宅改修費

助成事業 
1,800 1,200 600 

住み慣れた住宅で安全快適な生活が送れるよう

在宅高齢者の住宅改修に対する助成を行う。 

 ▪在宅高齢者住宅改修費助成 

★生きがい対策交流事

業 
870 870 0 

高齢者が健康で楽しい生活が送れるよう生きが

い対策交流事業を実施する。 

 ▪ねんりんふれあいの集い事業 

老人クラブ補助金交付

事業 
491 491 0 

老人クラブに補助金を交付する。 

 ▪老人クラブ補助金（11 団体） 

 ▪老人クラブ連合会補助金 

基本施策 3-2 健康寿命の延伸 
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（介護保険特別会計） 

★一般介護予防事業 
9,361 9,358 3 

住民主体の集いの場の充実や自立支援に資する

各種取組みにより介護予防を推進する。 

▪生きがいミニデイサービス事業 

▪認知症・成年後見講演会 

▪介護予防水中歩行教室 

▪貯筋運動普及推進事業 

▪一般介護予防事業補助金（共生型介護予防地

域サロン３か所） 

▪地域支援ボランティアポイント事業負担金 

基本施策 3-3 安心して暮らしていける環境づくり 

★在宅高齢者福祉サー

ビス事業 
20,713 24,992 △4,279 

高齢者が可能な限り在宅生活を継続できるよう

各種サービスを提供する。 

▪無料入浴サービス事業看護師報酬等 

▪短期入所生活介護看取り加算金 

▪高齢者送迎サービス業務委託 

▪タクシー外出支援事業負担金 

▪介護人材確保対策（現任職員キャリアアップ

支援） 

▪○新 介護職員等研修費補助金 

▪○新 高齢者補聴器装用推進事業 

（介護保険特別会計） 

★介護予防・生活支援サ

ービス事業 

94,681 90,808 3,873 

要介護状態等となることの予防又は要介護状態

等の軽減若しくは悪化の防止及び自立した日常

生活の支援を行う。 

 ▪介護予防・生活支援サービス事業 

（介護保険特別会計） 

★包括的支援事業・任意

事業費 

102,417 91,761 10,656 

介護予防サービスのマネジメントや総合相談な

どを行う。 

▪包括的支援事業委託（地域包括支援センター

２か所の運営・総合相談事業） 

▪地域自立生活支援事業（緊急通報システム、

配食サービス） 

▪在宅医療・介護連携推進事業負担金（逗葉地

域医療センター内に在宅医療・介護連携拠点

を設置し、連携事業を推進する。） 

▪生活支援体制整備事業委託（生活支援コーデ

ィネーターの配置） 

基本施策 3-4 障害福祉の充実 

★雇用報奨金支給事業 1,440 1,440 0 
在住の知的障害者又は精神障害者を３か月以上

雇用する事業主に対し雇用報奨金を支給する。 
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意思疎通支援事業 1,605 1,131 474 

聴覚障害者に対し手話通訳者及び要約筆記者の

派遣等を行う。 

▪手話奉仕員養成講座 

▪手話通訳者派遣 

▪要約筆記者派遣 

▪音声版制度案内作成 

補装具給付事業 6,750 6,550 200 
身体障害児者等に対し補装具の購入等に要する

経費を助成する。 

障害児者医療費助成事

業 
80,129 80,138 △9 

障害児者に対し医療費を助成する。 

 ▪重度障害者医療費助成 

 ▪更生医療 

 ▪育成医療 

在宅障害者福祉対策推

進事業 
8,500 8,350 150 

在宅障害者の支援のため、住宅設備改良費等を助

成する。 

▪住宅設備改良費助成 

▪日常生活用具費支給（○新非常用電源装置） 

▪自動車改造費助成 

在宅障害者福祉サービ

ス事業 
13,767 15,030 △1,263 

重度障害者の社会参加促進のための自動車燃料

費助成や、移動が困難な障害者に対するタクシー

券の交付等を行う。 

 ▪自動車燃料費助成 

 ▪通所交通費支給 

 ▪障害者タクシー券交付 

心身障害者手当支給事

業 
8,425 8,090 335 

在宅心身障害者に対し手当を支給する。 

 ▪重度障害者 年額 25,000 円 

 ▪中度障害者 年額 15,000 円 

 ▪軽度障害者 年額 10,000 円 

障害者自立支援給付事

業 
603,200 591,638 11,562 

障害者の日常生活や社会生活を総合的に支援す

る。 

▪介護給付、訓練等給付（介護給付費、訓練給

付費、療養介護医療費 他） 

▪地域生活支援（相談支援、移動支援、訪問入

浴サービス） 

▪基幹相談支援センター業務委託 

障害者福祉施設利用者

助成事業 
4,200 3,960 240 

グループホームに入居する障害者に対し、家賃の

一部を助成する。 

★障害者施策推進事業 284 174 110 

自立支援協議会で、地域の課題を解決するために

障害者との交流事業や支援者の理解・啓発事業を

行う。 

政策/基盤分野４ “保健・医療” 



26 
 

基本施策 4-1 予防活動の推進（ゼロ次予防から三次予防まで） 
事業名 

2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

★健康増進事業 5,664 5,577 87 

健康増進を目的に健康教室、健康相談等を行う。

また、健康増進計画・食育推進計画の進行管理を

行う。 

▪各種健康教室 

▪１日１運動の普及 

▪健康増進施設利用助成事業委託（18 歳以上） 

▪ウォーキングの普及（マップ作成、教室開催） 

▪睡眠等の生活改善 

★各種検診事業 33,822 33,508 314 

各種がん検診等を行う。 

 ▪歯周病検診 

 ▪各種がん検診等 

★後期高齢者健診事業 28,351 27,990 361 
後期高齢者医療加入者（75 歳以上）の長寿健診

等を実施する。 

★後期高齢者一体的事

業 
203 90 113 

保健事業と介護予防を一体的に実施する健康支

援を行い、健康増進及び健康寿命の延伸を図る。 

がん患者等支援事業 858 858 0 
若年がん患者及び骨髄ドナーに対する支援を行

う。 

★高齢者等インフルエ

ンザワクチン予防接種

事業 

22,993 22,716 277 

高齢者等にインフルエンザワクチン予防接種を

実施する。 

▪65 歳以上高齢者等標準量インフルエンザワ

クチン予防接種 

▪□拡 75歳以上高齢者高用量インフルエンザワ

クチン予防接種 

★高齢者等肺炎球菌ワ

クチン予防接種事業 
1,229 1,471 △242 

65 歳の者等に肺炎球菌ワクチン予防接種を実施

する。 

★高齢者等新型コロナ

ワクチン予防接種事業 
49,923 69,960 △20,037 

65 歳以上の高齢者等に新型コロナウイルスワク

チン予防接種を実施する。 

★高齢者等帯状疱疹ワ

クチン予防接種事業 
29,008 29,669 △661 

65 歳及び 65 歳以上で 5 歳刻み年齢の者（70、

75、80、85、90、95、100）の高齢者に帯状疱疹

ワクチン予防接種を実施する。 

風しん等予防接種事業 224 224 0 

胎児風しん症候群を予防するため、妊娠を希望す

る女性とその同居者及び妊婦の同居者に予防接

種費用を助成する。 

（国民健康保険特別会計） 

★特定健康診査等事業 
25,461 25,526 △65 

40 歳～74 歳の国民健康保険被保険者を対象に特

定健康診査を行う。 
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（国民健康保険特別会計） 

★保健指導事業 45 39 6 
特定健康診査の結果、生活習慣病のリスクが高い

と判断された者に対して保健指導を行う。 

（国民健康保険特別会計） 

★国保ヘルスアップ事

業 

6,023 2,138 3,885 

国民健康保険被保険者に対し、各種保健事業を行

う。 

 ▪特定健診・特定保健指導受診率等向上対策 

 ▪生活習慣病等重症化予防対策 

 ▪適正受診・適正服薬指導 

基本施策 4-3 地域医療の連携体制の強化 

★救急医療対策事業 37,296 37,320 △24 

一次救急、二次救急の医療体制を確保する。 

▪一次救急医療対策・□拡 障害者歯科診療体制

の拡充 

▪二次救急医療対策事業 

★災害医療対策事業 1,106 1,116 △10 

災害時の医療救護活動を円滑に行うために医師

会等との連携を強化する。また、医療資器材等を

適切に管理し、災害時医療救護活動研修会や訓練

を実施する。 

▪災害時用備蓄医薬品・医療資器材組替更新業

務委託 

▪□拡 災害時医療救護所体制強化 

保健衛生関連団体等支

援事業 
24,553 23,965 588 

保健衛生関連団体等の活動を支援する。 

▪逗葉医師会補助金 

▪逗葉歯科医師会補助金 

▪逗葉地域医療センター整備事業負担金 

▪逗葉地域医療センター設備更新工事等負担

金 

政策/基盤分野５ “防災・救急” 

基本施策 5-1 地域防災力の向上 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

★防災訓練実施事業 1,525 1,662 △137 

防災訓練を実施する。 

 ▪葉山町総合防災訓練 

 ▪津波避難訓練 

★女性防火防災クラブ

育成事業 
780 746 34 

女性防火防災クラブへの支援を行う。 

 ▪女性防火防災クラブ運営費補助金 

★自主防災組織支援事

業 
4,355 4,292 63 

自主防災組織の活動支援を行う。 

 ▪自主防災組織支援補助金 

 ▪自主防災組織リーダー等研修費 

 ▪自主防災訓練奨励金 

消防出初式等事業費 144 144 0 消防出初式を行う。 
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★消防団運営事業 19,129 21,062 △1,933 
消防団員に対する報酬及び消防団の運営を助成

する。 

★消防団活動事業 11,272 11,415 △143 

消防活動に必要な資機材の更新整備を行うとと

もに、消防団員に対し出動手当の支給を行う。 

▪○新 ＡＥＤトレーニングユニット購入 

消防団詰所維持管理事

業 
2,064 33,663 △31,599 消防団詰所の維持管理を行う。 

消防団車両等維持管理

事業 
1,855 2,026 △171 消防団車両の維持管理を行う。 

基本施策 5-2 持続可能な消防・救急・防災体制の確保 

★防災行政無線維持管

理事業 
15,936 7,460 8,476 

防災行政無線の維持管理を行う。 

 ▪防災行政無線保守点検委託 

 ▪○新防災行政無線実施設計業務委託 

★消防職員研修費 1,516 359 1,157 
専門的な知識の習得と消防技術の向上を図るた

め神奈川県消防学校へ派遣する。 

★消防活動事業 9,431 6,555 2,876 

消防活動に必要な資機材の更新整備及び維持管

理を行う。 

▪消防救助活動用及び訓練用資機材等の購入 

▪○新 緊急消防援助隊全国合同訓練参加 

★救急活動事業 5,877 6,061 △184 

救急活動に必要な資器材の更新整備及び維持管

理を行うとともに、救急救命士の計画的な養成、

運用を行う。 

▪救急活動用資器材の整備（○新 予備救急車用

スマートフォン） 

消防署車両等維持管理

事業 
6,909 5,881 1,028 消防署車両の維持管理を行う。 

消防用水利費 1,330 3,972 △2,642 

消火栓等の維持管理を行う。 

 ▪防火水槽周り雑草対策 

▪消火栓修繕 

★消防車両等整備事業 59,133 49,436 9,697 

消防車両の整備を行う。 

▪○新 高規格救急車（高規格救急車用資機材搭

載）購入 

▪○新 予備救急車用資機材購入 

★共同指令センター運

用管理事業 
12,950 70,515 △57,565 

共同指令センターの運用管理を行う。 

▪共同指令センター運用管理負担金 

▪消防救急デジタル無線共通波維持管理等負

担金 

▪消防救急デジタル無線保守点検委託料 
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基本施策 5-3 防災・減災対策の推進 

★防災資機材備蓄食糧

整備事業 
18,685 8,658 10,027 

災害応急対策に必要な資機材・食糧等の備蓄及び

整備を行う。 

▪非常食及び飲料水の整備 

▪防災資機材購入（○新災害用燃料、○新大人用

紙おむつ、○新子ども用おむつ、○新 哺乳瓶） 

▪○新 福祉避難所用備蓄資機材購入（毛布・簡

易トイレ・簡易ベッド・食料・水セット） 

▪○新 組立式給水タンク購入（架台・２連水栓・

内袋付仕様） 

▪○新 光徳寺防災倉庫の設置 

★防災対策強化事業 11,233 10,826 407 

防災対策の強化を図る。 

▪危険木伐採工事費等助成金 

▪風水害時宿泊施設利用補助金 

▪がけ地防災対策工事費等補助金 

▪防災対策森林調査業務委託 

▪○新 がけ地相談会業務委託 

住宅耐震推進事業 2,813 2,813 0 

木造住宅の耐震診断等を行う。 

 ▪木造住宅耐震相談業務委託 

 ▪木造通行障害建築物耐震診断業務委託 

 ▪住宅耐震推進事業補助金 

 ▪ブロック塀等撤去補助金 

★予防活動事業 752 774 △22 
防火対象物、危険物施設等への立入検査等を行う

とともに、住宅防火対策を推進する。 

基本施策 5-4 犯罪抑止・交通安全対策の推進 

★交通安全・防犯対策事

業 
3,944 4,978 △1,034 

交通安全・防犯対策のＰＲや防犯パトロール等を

行う。  

▪交通指導員謝礼 

▪○新 新入生用交通安全啓発物品購入 

▪防犯カメラ保守点検委託（22 台） 

▪自治会防犯カメラ設置補助金 他 

政策/基盤分野６“都市環境” 

基本施策 6-1 協働によるまちづくり 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

都市計画関連事業 10,065 4,856 5,209 

都市の現況及び動向を把握するための調査を実

施する。 

▪都市計画基礎調査業務委託 

都市計画審議会運営費 150 300 △150 
都市計画行政の円滑な運営を図るため、都市計画

審議会を開催する。 
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基本施策 6-2 葉山らしい自然や文化的な景観の維持・保全 

景観計画関連事業 165 165 0 

良好な景観の保全及び創出を目的とした事務事

業を行う。 

 ▪違反屋外広告物除却委託 

臨御橋架け替えプロジ

ェクト推進事業 
136,000 0 136,000 

臨御橋の安全な歩行及び景観を継承するため、補

修補強工事を行う。 

▪○新 臨御橋橋梁補修補強工事監理業務委託 

▪○新 臨御橋橋梁補修補強工事 

基本施策 6-3 地域公共交通の維持・向上 

地域公共交通会議運営

事業 
500 500 0 

地域公共交通会議を開催し、町の公共交通のあり

方を検討し、必要な交通施策を推進する。 

★地域公共交通実証運

行事業 
34,107 34,552 △445 

交通不便地域の町民の外出支援として、はやまる

タクシーの実証運行を行う。 

▪地域公共交通実証運行事業委託（□拡 運行時

間の拡大） 

基本施策 6-4 管理不全空き家・特定空き家の解消 

★空家等対策推進事業 82 82 0 
空家等対策協議会を開催し、空家等対策計画に基

づく空家対策を推進する。 

政策/基盤分野７ “産業・観光” 

基本施策 7-1 新たな特産品・魅力の創出 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

★地場農産物振興対策

事業 
2,640 4,184 △1,544 

地場産業の振興と地産地消の促進を目的に各種

事業を実施する。 

▪よこすか葉山農業協同組合補助金 

▪農業被害防護ネット等購入費補助金 

▪○新 農産物高温対策支援事業補助金 

▪堆肥利用促進費補助金 

▪○新 朝市・農産物加工施設照明ＬＥＤ交換工

事 

▪農産物品評会の開催 

★水産振興対策事業 386 359 27 
漁業関連施設の維持管理と水産業の振興を図る。 

▪密漁防止啓発物品（表示板、旗） 

★商工活動等支援事業 10,610 11,940 △1,330 

商工業関係者への支援を行う。 

 ▪葉山町商工会補助金、負担金 

 ▪地域振興対策事業補助金 

▪商店街活性化事業負担金 
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★住宅リフォーム資金

助成事業 
8,000 7,000 1,000 

地域経済の活性化と居住環境の向上を図るため、

町内業者による住宅リフォーム工事費の一部を

助成する。 

 ▪住宅リフォーム資金補助金 

★観光振興対策事業 8,301 8,301 0 

葉山の魅力を伝えるため、効果的なＰＲを行う。 

 ▪葉山町観光協会補助金 

 ▪葉山海岸花火大会実行委員会補助金 他 

基本施策 7-2 農地活用の推進 

★町民農園促進事業 1,369 1,064 305 

農産物の生産と消費に対する理解を深めるため、

町民農園を開設する。 

 ▪町民農園整備清掃業務委託 

★地場農産物振興対策

事業（再掲） 
   （再掲） 

基本施策 7-3 資源循環型農業の推進 

★地場農産物振興対策

事業（再掲） 
   （再掲） 

★畜産振興対策事業 280 280 0 

肥育牛の品質の向上と効率的な生産を図るため、

関係団体に対し、支援を行う。 

 ▪葉山酪農肥育組合補助金 

 ▪葉山石井牛推進協議会補助金 

基本施策 7-4 海の豊かさを守る 

★水産振興対策事業 

（再掲） 
   （再掲） 

★漁業協同組合支援事

業 
1,312 1,412 △100 

湘南漁業協同組合葉山支所への支援を行う。 

 ▪湘南漁業協同組合葉山支所補助金 

★水産多面的機能発揮

対策事業活動組織支援

事業 

690 759 △69 

水産多面的機能発揮対策事業活動組織への支援

を行う。 

▪漁場生産力・水産多面的機能強化対策等補助

金（対策事業） 

基本施策 7-5 互いを思いやる観光 
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企画調整事業 3,487 2,611 876 

葉山町への来訪者にレスポンシブルツーリズム

の周知啓発を図る。 

▪○新 レスポンシブルツーリズム啓発冊子印刷

代 

▪○新 レスポンシブルツーリズム啓発冊子翻訳

業務委託 

▪○新 レスポンシブルツーリズム啓発動画制作

業務委託 

★水産振興対策事業 

（再掲） 
   （再掲） 

★観光振興対策事業 

（再掲） 
   （再掲） 

★海水浴場開設事業 38,200 32,841 5,359 

海水浴場（町内３か所）を開設する。 

▪遊泳区域等設置及び撤去業務委託 

▪海水浴場監視・救護業務委託 

▪海水浴場等マナーアップ推進員巡回業務委

託 

▪公衆トイレ清掃及びパトロール業務委託（夏

期） 

▪バリアフリービーチ推進事業補助金 

政策/基盤分野８ “自然環境” 

基本施策 8-1 省エネ・再エネに取り組むまちづくり 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

★地球温暖化対策事業 14,382 14,382 0 

各家庭における再生可能エネルギーシステム等

の普及を図る。 

▪再生可能エネルギーシステム等設置補助金

（住宅用太陽光発電システム、家庭用燃料電

池システム（エネファーム）及び定置用リチ

ウムイオン蓄電システム） 

▪電気自動車購入費補助金 

▪自家消費型再生可能エネルギーシステム等

設置補助金 

基本施策 8-2 緑と水
み ず

辺地
べ ち

の保全 

★葉山の魅力創生・発信

事業 
959 1,647 △688 

町の魅力を高め、認識し、広く発信するためのイ

ベント等を行う。 

▪里山の魅力創造事業委託 
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★緑の保全事業 22,786 29,174 △6,388 

緑地の整備・管理を行うとともに、樹林地等を計

画的に保全する。 

▪緑地内草刈等委託 

▪危険木調査業務委託 

▪緑地保全奨励金 

▪枯れ松防除補助金 

▪いけがき設置等助成金 

▪町有緑地不安定樹木伐木業務負担金 

▪○新 町有緑地内樹木計画的剪定業務委託 

基本施策 8-3 動植物・生態系の保全 

葉山の魅力創生・発信事

業（再掲） 
   （再掲） 

★鳥獣保護管理対策事

業 
20,755 19,135 1,620 

鳥獣の適正な保護及び管理を行う。 

▪アライグマ、タイワンリス捕獲等委託 

▪イノシシ捕獲委託 

▪鳥獣被害対策実施隊委員報酬 

▪○新 鳥獣被害対策専門員報酬 

▪葉山町鳥獣対策協議会補助金 

▪有害鳥獣捕獲奨励金（イノシシ） 

基本施策 8-4 ゼロ・ウェイスト社会を目指す循環型のまちづくり 

★ゼロ・ウェイスト推進

事業 
41,841 41,493 348 

ごみの減量化・資源化を推進し、ゼロ・ウェイス

トを目指す。 

▪集団資源回収協力奨励金（生ごみ分別収集協

力町内会・自治会） 

▪生ごみ自家処理容器及び黒土配送等業務委

託 

▪家庭用生ごみ処理機購入費補助金 

▪ミックスペーパー回収袋製作業務委託 

▪夏期における観光客ごみ収集業務委託 

▪○新 ごみ処理基本計画策定業務補助員報酬等 

★ごみ収集事業 202,123 184,843 17,280 

戸別収集及び資源ステーション方式による廃棄

物及び資源物の収集を実施する。 

▪資源ステーション収集運搬委託 

▪粗大ごみ収集運搬等委託 

▪一般廃棄物等収集運搬委託（軽車両コース） 

▪生ごみ・燃やすごみ組成分析調査業務委託 

▪車両購入（塵芥収集車２台、軽ダンプ車１台） 

★生ごみ資源化処理事

業 
15,910 26,779 △10,869 

廃棄物（生ごみ）を計画的かつ適正に処分し、堆

肥化によって資源化、ごみの減量化を図る。 

▪○新 生ごみ堆肥化にかかるアドバイザー謝礼 

▪生ごみ堆肥分析 



34 
 

★廃棄物資源化・処分事

業 
257,828 321,570 △63,742 

廃棄物・資源物を搬出及び処分する。 

▪ごみ焼却処分委託（逗子市） 

▪容器包装プラスチック処分委託（逗子市） 

▪プラスチックごみ、植木剪定枝等運搬処分委

託 など 

▪広域共同処理施設負担金（逗子市） 

基本施策 8-5 ペット共生社会の実現 

★ペット共生事業 2,124 771 1,353 

犬の登録管理及び狂犬病予防注射の接種促進、注 

射済票の交付等を行う。 

▪神奈川県獣医師会登録注射促進業務委託 

▪飼い主のいない猫対策事業補助金 

▪マナー啓発用物品購入 

▪○新 猫用ステッカーシール購入 

▪○新 犬のうんち回収ＢＯＸ購入 

▪○新 犬のうんち回収ＢＯＸ管理委託 

基本施策 8-6 はやまクリ－ンプログラムの推進 

★はやまクリーンプロ

グラム推進事業 
158 182 △24 

町民や事業者と連携し、ＳＤＧｓ達成に向けた取

組みを推進する。 

政策/基盤分野９ “文化” 

基本施策 9-1 文化財の保護と活用 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

★文化財保存活用事業 2,707 2,317 390 

町内に存する文化財の保存及び活用のため必要

な措置を講じる。 

 ▪文化財保護委員会の開催 

 ▪指定文化財保存管理奨励金 

▪長柄桜山古墳群植生管理業務委託 

基本施策 9-2 芸術文化活動の振興 

★文化公演事業 1,694 1,600 94 

自主事業として公演を開催し、文化の向上と意識

の高揚を図る。 

 ▪子ども達のための音楽会 

芸術文化振興事業 1,289 1,289 0 

芸術文化の創造や継承のための環境づくりを推

進する。 

▪町所蔵美術品の保管管理 

▪葉山町文化協会補助金 

▪葉山芸術祭補助金 

基本施策 9-3 姉妹都市・友好都市との交流推進 
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★草津町親善交流事業 1,201 1,257 △56 

姉妹都市草津町との友好を深めるため、親善交流

を図る。 

▪宿泊費助成 

★友好都市連携事業 686 625 61 

友好都市である那須町及び下田市との連携を深

める。 

▪団体交流等助成金 

★国際交流事業 324 288 36 

町民の国際交流についての理解と関心を高める

とともに、外国人の利便向上に資する取組みを推

進する。 

▪出張外国文化紹介講座 

▪外国文化紹介講座 

▪国際交流協会補助金 

基本施策 9-4 人権尊重社会の形成 

★人権・同和啓発事業 971 870 101 

人権問題に関する各種啓発活動等を行う。 

▪人権啓発・教育講演会、人権教室（小・中学

校） 

▪人権の花運動、ピンクシャツデー運動 

▪横浜国際人権センター補助金 他 

○新 犯罪被害者等支援事

業 
1,442 － 1,442 

犯罪被害者等の支援を行う。 

▪見舞金、日常生活、住居の支援 

▪法律相談、カウンセリングの実施 

基本施策 9-5 ジェンダー平等の推進 

★ジェンダー平等推進

事業 
321 496 △175 

ジェンダー平等社会の実現に向けた啓発活動や

支援を行う。 

 ▪啓発講演会 

 ▪ＤＶ被害者等の一時保護支援 

基本施策 9-6 平和な世界の実現に向けて 

★非核平和推進事業 127 90 37 

非核平和の大切さについて啓発活動を行う。 

▪葉山で平和を考える一日 

▪平和標語コンクール入賞作品用横断幕作成 

政策/基盤分野 10 “ＤＸ” 

基本施策 10-1 住民サ－ビスの維持・利便性の向上 

基本施策 10-2 持続可能で質の高い行政サ－ビスの確保 

基本施策 10-3 地域の暮らしを支えるデジタル技術の基盤整備 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 
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★ＩＣＴ推進事業 62,954 61,051 1,903 

庁舎内外のＩＣＴ化の推進を図る。 

▪パソコン及びプリンタ等借上料 

▪グループウェア利用料 

▪神奈川県情報セキュリティクラウド業務委

託 

▪公開型ＧＩＳシステム利用料 

▪葉山町ＬＩＮＥ公式アカウント維持管理業

務委託 

▪○新 施設予約用タブレット通信費 

▪○新 神奈川県外部デジタル人材シェアリング

事業負担金 

★神奈川県町村情報シ

ステム共同事業 
178,287 231,809 △53,522 

県内町村で行政情報システムの共同化を推進し、

負荷軽減及び情報連携による住民サービス向上

を図る。 

▪ガバメントクラウド利用料 

▪○新 ＰＭＨ(パブリックメディカルハブ)デー

タ連携用ＰＣ購入 

▪神奈川県町村情報システム共同事業負担金 

共同運営システム開発

事業 
1,761 6,479 △4,718 

電子自治体構築に向け県内市町村で共通システ

ムの利用を行う。 

 ▪○新施設予約システムサービス利用料 

政策/基盤分野 11 “行財政” 

基本施策 11-1 財源の有効活用と財政規律の確保 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

財政管理事業 77,636 55,000 22,636 

予算、決算等に関する管理調整を行う。 

 ▪ふるさと納税管理業務委託 

 ▪財務書類作成支援等業務委託 

基本施策 11-2 適正な課税による財源確保 

課税事務費 19,371 17,162 2,209 

町税の賦課等を行う。 

▪コンビニ交付サービス手数料 

▪固定資産土地評価業務委託 

▪固定資産税ＧＩＳシステム構築・運用業務委

託 

徴収事務費 8,568 9,631 △1,063 

町税の徴収等を行う。 

 ▪口座振替等手数料 

 ▪町税等コンビニエンスストア収納事務委託 

 ▪生活改善型納付相談業務委託 

基本施策 11-3 適正で効率的な会計事務の推進 
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会計事務事業 12,256 12,161 95 

公金の出納事務、例月出納検査書類作成等を行

う。 

 ▪振込手数料 

 ▪指定金融機関派出所業務委託 

基本施策 11-4 地域経営を実現する戦略的な広報の推進 

★広報紙発行事業 16,268 15,522 746 

「広報葉山」の発行と視覚障害者のための「声の

広報」を作成する。  

▪広報葉山 毎月１日発行 

▪広報葉山（４色刷り、32 ページ） 

★町ＰＲ事業 4,787 4,729 58 

ホームページや湘南ビーチＦＭなどで町のＰＲ

を行う。  

▪町ホームページ維持管理業務委託  

▪湘南ビーチＦＭ番組製作放送業務委託 

▪○新 町ＰＲ大使謝礼 

協働推進事業 9,148 8,479 669 
葉山まちづくり協会と連携し、協働によるまちづ

くりを推進する。 

町内（自治）会支援事業 10,434 16,388 △5,954 

町内（自治）会等の支援を行う。 

▪町内（自治）会回覧等配布謝礼 

▪□拡 町内（自治）会補助金 

▪○新 木古庭会館エアコン交換工事 

▪○新 上山口会館ウッドデッキ補修工事 

▪○新 上山口会館防炎カーテン交換工事 

基本施策 11-5 施策形成段階におけるデジタルを用いた新たな広聴制度の構築 

広聴推進経費 0 0 0 
ホームページ等により広く町民から町への意見・

提案を募り町政への反映を図る。 

総合計画審議会運営事

業 
230 298 △68 

総合計画及び総合戦略の進行管理に関する審議

を行うため、総合計画審議会を開催する。 

基本施策 11-6 多様化するトラブルへ各種相談体制の確立 

★町民相談事業 1,480 1,508 △28 

相談窓口の開設、相談活動団体の支援を行う。 

 ▪法律相談、人権・行政相談 他 

 ▪神奈川県弁護士会補助金 他 

消費者育成対策事業 1,247 1,210 37 

消費者保護を目的とした消費生活相談等を行う。 

 ▪消費生活相談 

▪消費生活情報展 

政策/基盤分野 12 “公共施設” 

基本施策 12-1 計画的な維持保全の推進 
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事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

みんなの公共施設未来

プロジェクト推進事業 
64 128 △64 

葉山町公共施設等総合管理計画の進捗管理を行

う。 

▪葉山町公共施設等総合管理計画策定委員会

の開催 

基本施策 12-2 将来の公共施設のあり方の検討 

みんなの公共施設未来

プロジェクト推進事業 

（再掲） 

   （再掲） 

○新 ★堀内会館等再整備

事業 
106,894 － 106,894 

堀内会館及び堀内児童遊園の一体的な利用に向

けて設計及び解体を行う。 

▪堀内会館再整備設計業務委託 

▪堀内会館解体工事 

基本施策 12-3 まちづくりの拠点としての学校整備 

楽校づくり推進事業 

（再掲） 
   （再掲） 

政策/基盤分野 14 “人材” 

基本施策 14-1 安定した行政運営のための人材育成・確保 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

一般事務運営事業 56,929 54,247 2,682 

経常的事務及び職員採用試験等の事務を行う。 

 ▪職員採用試験委託料 

 ▪窓口案内システム保守業務委託 

 ▪人事評価システム使用料 

基本施策 14-2 プログラム整備や人材育成 

★職員研修事業 4,350 3,925 425 

職員の能力開発、知識習得のため研修を行い、計

画的な人材育成を行う。 

▪自主研究グループ活動奨励金 

▪庁内研修（謝礼及び委託料） 

▪外部研修機関研修（旅費及び負担金） 

▪先進地課題等研究調査（旅費） 

基本施策 14-3 職場環境の整備 

職員福利厚生事業 10,354 10,102 252 

職員の労働安全・健康維持活動を推進する。 

▪職員健康診断 

▪職員ストレスチェック、予防接種等 

▪福利厚生事業委託 

政策/基盤分野 15 “都市インフラ” 
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基本施策 15-1 安全で快適な町道の確保 

事業名 
2026 

令和 8 年度 
2025 

令和 7 年度 増減 説明（主なもの） 

○新 ★狭あい道路拡幅整

備事業 
7,900 － 7,900 

狭あい道路の拡幅整備等を行う。 

▪狭あい道路拡幅整備測量等委託 

▪狭あい道路拡幅整備改修工事 

▪狭あい道路拡幅整備補助金 

街路灯設置管理事業 17,753 19,467 △1,714 
街路灯の維持管理を行う。 

 ▪街路灯点検業務委託(３か年計画の３年目) 

道路境界査定事業 2,188 2,181 7 道路査定を行い、査定図の作成を行う。 

★道路維持整備事業 227,500 209,300 18,200 

道路の整備、舗装、修繕等を行う。 

 ▪測量調査業務委託 

 ▪整備工事 

 ▪維持補修工事 

交通安全施設整備事業 4,000 4,915 △915 

交通安全施設の設置等を行う。 

 ▪ガードレール、カーブミラー等の修繕 

 ▪道路標示委託 

道路維持管理事業 13,082 14,576 △1,494 道路の簡易舗装、排水施設の清掃、草刈等を行う。 

基本施策 15-2 計画的な道路整備 

★街路整備事業 25 26,025 △26,000 
街路事業の推進を図るための各種調査及び研究

を行う。 

基本施策 15-3 適切な橋りょうの維持管理 

★道路維持整備事業 

（再掲） 
   （再掲） 

基本施策 15-4 水辺環境の整備促進 

★河川維持補修事業 40,432 45,132 △4,700 

河川の護岸等の維持補修を行う。 

 ▪維持補修工事 

 ▪河川内清掃 

 ▪高枝伐採及び草刈業務委託 

基本施策 15-5 公園の価値向上 



40 
 

★公園管理事業 57,445 70,289 △12,844 

一般公園及び湘南国際村グリーンパーク等の維

持管理を行う。 

▪○新 鐙摺東公園柵修繕 

▪○新 一色公園階段修繕 

▪公園植栽除草業務委託 

▪公園植栽等総合管理業務委託 

▪○新 ジャングルジム公園高木伐採業務委託 

▪○新 南郷上ノ山公園公衆トイレ建替えに伴う

設計業務委託 

▪○新 木の下駐車場管理機器賃借料 

▪○新 一色台中央・一色台西公園整備工事 

▪○新 （仮称）茅木山公園整備工事 

▪○新 木の下公園手すり整備工事 

基本施策 15-7 持続可能な事業運営の推進 

（下水道事業会計） 

★下水道施設維持管理

事業 

369,907 347,462 22,445 

施設の適正な維持管理を行う。 

 ▪管渠修繕 

 ▪浄化センター等運営事業（包括的民間委託） 

 ▪浄化センター等設備修繕 

（下水道事業会計） 

★管路整備事業 
66,300 193,300 

△

127,000 

未整備地区の管渠の整備を行う。 

 ▪管渠実施設計委託（私道） 

 ▪管渠整備工事 

（下水道事業会計） 

★下水道アセットマネ

ジメント事業 

702,000 827,092 
△

125,092 

施設の改築・更新を行う。 

 ▪汚水ポンプ更新工事 

 ▪非常用発電機更新工事 

基本施策 15-8 民間活力の活用・官民連携手法（PPP/PFI）の推進 

基本施策 15-9 循環型社会への貢献 

（下水道事業会計） 

★ウォーターPPP 事業 
115,500 11,000 104,500 

民間事業者のノウハウや創意工夫を最大限活用

する。 

▪管路施設管理・更新一体マネジメント事業 

▪ウォーターPPP（コンセッション）導入検討 

基本施策 15-10 合併処理浄化槽の普及促進 

★合併処理浄化槽補助

事業 
30,560 71,813 △41,253 

合併処理浄化槽への転換促進を図るため、設置費

用及び適正な維持管理に対して補助を行う。 

▪合併処理浄化槽設置整備事業補助金（店舗併

用住宅） 

▪合併処理浄化槽維持管理費補助金 

基本施策 15-11 適正な維持管理の推進 

★合併処理浄化槽補助

事業（再掲） 
   （再掲） 
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６ 特別会計予算案の概要 

６-１ 国民健康保険特別会計 

予算額は、前年度比 4.1％減の 33 億 6,334 万 5 千円です。 

歳入は、国民健康保険料が 2.2％増の 8 億 1,593 万 7 千円、県支出金が 5.1％減の 22 億

3,035 万 9 千円、繰入金が 13.0％減の 2 億 7,341 万 8 千円などとなっています。 

歳出は、保険給付費が 4.3％減の 21 億 9,437 万 7 千円、国民健康保険事業費納付金が 1.3％

増の 10 億 5,438 万 5 千円、基金積立金が 99.1％減の 61 万 8 千円などとなっています。 

  

  
（歳入）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

国 民 健 康 保 険 料 815,937 24.3 798,721 22.8 17,216 2.2

使 用 料 及 び 手 数 料 3 0.0 3 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 1 0.0 10 0.0 △9 △90.0

県 支 出 金 2,230,359 66.3 2,350,872 67.1 △120,513 △5.1

財 産 収 入 618 0.0 92 0.0 526 571.7

繰 入 金 273,418 8.1 314,211 9.0 △40,793 △13.0

繰 越 金 40,000 1.2 40,000 1.1 0 0.0

諸 収 入 3,009 0.1 2,104 0.1 905 43.0

合　　　計 3,363,345 100.0 3,506,013 100.0 △142,668 △4.1

（歳出）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

総 務 費 69,574 2.1 64,546 1.8 5,028 7.8

保 険 給 付 費 2,194,377 65.2 2,291,868 65.4 △97,491 △4.3

国民健康保険事業費納付金 1,054,385 31.3 1,040,888 29.7 13,497 1.3

保 健 事 業 費 31,529 0.9 27,703 0.8 3,826 13.8

基 金 積 立 金 618 0.0 70,092 2.0 △69,474 △99.1

公 債 費 262 0.0 216 0.0 46 21.3

諸 支 出 金 7,600 0.2 5,700 0.2 1,900 33.3

予 備 費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

合　　　計 3,363,345 100.0 3,506,013 100.0 △142,668 △4.1

区 分
2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減

（単位:千円、％）

2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減
区 分
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６-２ 後期高齢者医療特別会計 

予算額は、前年度比 9.1％増の 14 億 3,469 万 3 千円です。 

歳入は、後期高齢者医療保険料が 9.1％増の 8 億 7,735 万 5 千円、繰入金が 9.1％増の 5 億

3,479 万 5 千円、諸収入が 82.6％増の 254 万 2 千円などとなっています。 

歳出は、総務費が 13.6％増の 1,184 万 8 千円、後期高齢者医療広域連合納付金が 9.0％増

の 14 億 1,980 万 5 千円、諸支出金が 52.2％増の 204 万円などとなっています。 

  

 

  

（歳入）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

後期高齢者医療保険料 877,355 61.2 804,083 61.1 73,272 9.1

使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 1 0.0 0 0.0

繰 入 金 534,795 37.3 490,102 37.3 44,693 9.1

繰 越 金 20,000 1.4 20,000 1.5 0 0.0

諸 収 入 2,542 0.2 1,392 0.1 1,150 82.6

合　　　計 1,434,693 100.0 1,315,578 100.0 119,115 9.1

（歳出）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

総 務 費 11,848 0.8 10,433 0.8 1,415 13.6

後期高齢者医療広域連合
納 付 金

1,419,805 99.0 1,302,805 99.0 117,000 9.0

諸 支 出 金 2,040 0.1 1,340 0.1 700 52.2

予 備 費 1,000 0.1 1,000 0.1 0 0.0

合　　　計 1,434,693 100.0 1,315,578 100.0 119,115 9.1

区 分
2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減

（単位:千円、％）

区 分
2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減



43 
 

 

６-３ 介護保険特別会計 

予算額は、前年度比 2.1％増の 35 億 3,501 万 9 千円です。 

歳入は、介護保険料が 4.1％増の 6 億 9,561 万 2 千円、国庫支出金が 0.3％増の 8 億 330 万

2 千円、支払基金交付金が 1.5％増の 8 億 9,331 万 5 千円、県支出金が 1.8％増の 5 億 460 万

7 千円、繰入金が 2.9％増の 6 億 3,293 万 6 千円などとなっています。 

 歳出は、総務費が 9.8％増の 1 億 645 万 6 千円、保険給付費が 1.4％増の 32 億 455 万円、

地域支援事業費が 7.6％増の 2 億 651 万円などとなっています。 

 

  
（歳入）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

介 護 保 険 料 695,612 19.7 668,414 19.3 27,198 4.1

使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0 1 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 803,302 22.7 800,511 23.1 2,791 0.3

支 払 基 金 交 付 金 893,315 25.3 880,245 25.4 13,070 1.5

県 支 出 金 504,607 14.3 495,741 14.3 8,866 1.8

財 産 収 入 1,141 0.0 545 0.0 596 109.4

繰 入 金 632,936 17.9 615,014 17.8 17,922 2.9

繰 越 金 4,000 0.1 2,000 0.1 2,000 100.0

諸 収 入 105 0.0 105 0.0 0 0.0

合　　　計 3,535,019 100.0 3,462,576 100.0 72,443 2.1

（歳出）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

総 務 費 106,456 3.0 96,931 2.8 9,525 9.8

保 険 給 付 費 3,204,550 90.7 3,160,017 91.3 44,533 1.4

保 健 福 祉 事 業 費 10,783 0.3 10,127 0.3 656 6.5

地 域 支 援 事 業 費 206,510 5.8 191,978 5.5 14,532 7.6

基 金 積 立 金 1,141 0.0 545 0.0 596 109.4

公 債 費 99 0.0 72 0.0 27 37.5

諸 支 出 金 1,480 0.0 906 0.0 574 63.4

予 備 費 4,000 0.1 2,000 0.1 2,000 100.0

合　　　計 3,535,019 100.0 3,462,576 100.0 72,443 2.1

（単位:千円、％）

区 分

区 分
2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減

2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減
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７ 下水道事業会計予算案の概要 

予算額（※）は、前年度比 5.4％減の 28 億 6,955 万 5 千円です。 

各収支予算の前年度対比では、収益的収支予算の収入は、営業収益が 14.6％増の 4億 2,122

万 5 千円、支出は、営業費用が 4.0％増の 13 億 290 万 8 千円などとなっています。 

一方、資本的収支予算の収入は、企業債が 15.1％減の 4 億 5,500 万円、支出は、建設改良

費が 16.1％減の 8 億 8,833 万 6 千円などとなっています。 

 

 （※予算額＝収益的支出の計＋資本的支出の計により算定しています） 

  

 
（収益的収入及び支出）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

営 業 収 益 421,225 29.4 367,560 26.5 53,665 14.6

営 業 外 収 益 1,011,354 70.6 1,019,073 73.5 △7,719 △0.8

計 1,432,579 100.0 1,386,633 100.0 45,946 3.3

営 業 費 用 1,302,908 91.8 1,252,386 91.5 50,522 4.0

営 業 外 費 用 86,032 6.1 86,402 6.3 △370 △0.4

予 備 費 30,000 2.1 30,000 2.2 0 0.0

計 1,418,940 100.0 1,368,788 100.0 50,152 3.7

（資本的収入及び支出）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

企 業 債 455,000 52.8 536,000 52.5 △81,000 △15.1

補 助 金 407,000 47.2 484,000 47.5 △77,000 △15.9

計 862,000 100.0 1,020,000 100.0 △158,000 △15.5

建 設 改 良 費 888,336 61.2 1,058,278 63.6 △169,942 △16.1

企業債償還金 552,279 38.1 595,444 35.8 △43,165 △7.2

予 備 費 10,000 0.7 10,000 0.6 0 0.0

計 1,450,615 100.0 1,663,722 100.0 △213,107 △12.8

収
　
入

支
　
出

＊資本的収入額が資本的支出額に不足する額588,615千円は、消費税資本的収支調整額42,301千円、当年度損益勘定留保資

金413,955千円及び繰越利益剰余金処分額132,359千円で補てんした。

収
　
入

支
　
出

（単位:千円、％）

区　　　　　分
2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減

（単位:千円、％）

区　　　　　分
2026(令和8)年度 2025(令和7)年度 増　　　減
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2026（令和 8）年度予算編成方針 

 

１ 国・県の動向 

国は、昨年に続き今年も高水準の賃上げだったことや、企業業績が引き続き堅調

なこと、コメ価格が高騰しているものの物価上昇には一時期に比べ落ち着きがみら

れることから、実質ＧＤＰが今後も緩やかなプラス成長で推移すると見込むなど、

賃金上昇と物価の安定が持続的に続く「賃金と物価の好循環」の実現に向けた動き

がみられます。 

今年の賃上げが 1991（平成３）年以来 34 年ぶり高水準となり個人消費の拡大が

見込まれることや、円安を背景とした堅調な企業業績などから、６月の「経済財政

運営と改革の基本方針 2025（骨太の方針）」では“賃上げを起点とした成長型経済

の実現”“人口減少化における持続可能な経済社会の構築”が示され、減税よりも賃

上げこそが成長戦略の要という基本的考え方のもと、引き続き物価上昇を上回る賃

上げを普及・定着させていくとしています。 

８月の「令和８年度の地方財政の課題」では、物価上昇や人件費高騰、公共施設

の老朽化対策や高齢化に伴う社会保障費の増加など、多くの財政課題を抱える地方

財政支援のため、地方交付税財源の安定的確保が示されています。 

県の「令和８年度当初予算編成方針」では、歳入は、賃上げに伴う個人所得の増

加や物価上昇等に伴い個人県民税や地方消費税が増えるなど一定程度の増収が期

待できるものの、地方交付税は税収増等に伴い減額となるため一般財源総額の大幅

な増収は見込めない、としています。歳出では、県債の償還がピークを過ぎ公債費

が減少するものの、介護・医療・児童関係費や県有施設の更新等の経費は増加する

ため、現段階で概ね 500億円の財源不足を見込んでいます。 

 

２ 今後の財政見通し 

歳入の根幹となる「町税」は、高水準の賃上げや堅調な企業業績を反映し 2024（令

和６）年度決算においては定額減税の減収補てん分を合わせると、2008（平成 20）

年度以来の 61 億円台となりました。本年度も高水準の賃上げが続いており、ある

程度の増収を見込むことができる一方で、「町税」の増収は地方交付税を引き下げる

要因となることから、一般財源総額の大幅な増加は見込めない状況です。 

歳出では、物価上昇の影響が歳出全般に及ぶほか、扶助費は、コロナ禍対策の臨

時給付金などの各種支援関連経費や少子高齢化対策などにより 2024（令和６）年度

決算では過去最高の 26 億円台となったことに加えて、国による少子高齢化対策は

今後も拡充が見込まれており、引き続き増加することが確実です。６月公表の「財

資料 
令和７年 10月１日 
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政シミュレーション」では、公共施設の更新整備において、もっとも多額な財政負

担となるシナリオでは、累積で 70 億円を上回る財源不足となるなど、歳出の増加

による厳しい財政状況が見込まれます。 

このような歳入を上回る歳出の増加により、これまで以上に厳しい財政状況が見

込まれるなか「中期財政見通し」では、各種行政サービスを継続していくためには、

歳出抑制の取組みだけでなく、限りある財源を有効配分するため各事業の優先順位

付け、縮小・廃止も視野に入れた見直しを図ることや行政サービスのあらたなあり

方への転換を検討・研究・実践することで、「持続可能な財政構造」の確立を目指し

ていくことが求められるとしています。 

 

３ 予算編成の基本方針 

次年度予算編成は、次の考え方に基づいて進めることとします。 

「生産年齢人口の減少による町税収入の減少、物価上昇や人件費の高騰、社会保

障経費の増加など先行き不透明な情勢下にあっても、公共施設の更新・整備に必要

な財源確保をはじめ、各種行政サービスの継続を図ることを目指し、限りある財源

を真に必要な分野に重点的かつ効率的に配分すること」を基本とした予算編成を行

います。 

新規事業や拡充事業については、「サマーレビュー」の結果・指摘を踏まえた予算

要求とすることを基本とします。 

 

（１）第五次葉山町総合計画の着実な推進 
「第五次葉山町総合計画」の基本構想・基本計画に基づく各施策・目標の着実

な推進・実現を見据えた予算要求とすること。 

① 基本構想がめざす姿（目標）の実現 

基本構想が掲げる 2040（令和 22）年の目指すまちの姿「自分らしく、つな

がるまち」の実現のため、町に関わる全ての人や地域コミュニティとともに

取り組む「基本計画の方向性に沿った具体的な施策」の予算要求を行うこと。 

② 「健幸」「楽校」「連継」によるまちづくりの推進 

総合計画の着実な推進を財政面で担保するため、三層構造（基本構想、基本

計画、実施計画）のうち実施計画や各個別計画と予算事業の連動・連携を踏ま

えた予算要求を行うこと。 

３つの柱「健幸」「楽校」「連継」やウェルビーイングの考え方による分野横

断的なまちづくりの推進に寄与する各施策について予算要求すること。 
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（２）持続可能な財政構造の確立 

社会・経済動向など先行きが不透明な中にあっても、多様化する行政課題への

的確な対応など、必要な施策・事業の着実な推進を図りつつ持続可能な財政構造

の確立に向け取組むこと。 

限りある財源・人的資源を最大限に活用するため、全ての事業について聖域を

設けることなく、納税者の視点に立ち「最少の経費で最大の効果を挙げる」ため

不断の見直しを行うこと。 

① 予算要求の基本的な考え方 

継続事業の予算要求は原則として（物価上昇対応による増額分を除き）前

年度ベースとする。増額要求にあたっては不断の見直しや検証、複数の見積

書を徴するなど、経済性の担保を図ったうえで必要最小限の予算要求とする

こと。 

② 新規事業や事業内容を拡充する事業 

新規事業や拡充する事業については、「サマーレビュー」での指摘事項を踏

まえるとともに、事業の必要性や積算根拠を明確化すること。 

また、特定財源の確保や既存事業の見直しなどを徹底して追及すること。

なお、各種計画策定におけるコンサル委託は、その必要性を十分に検討する

こと。 

③ 事務的経費や庁舎等維持費などの内部管理経費 

事務的経費や庁舎等維持費などの内部管理経費については、実施手法の効

率化を図るなど無駄を排し、効果やニーズの低くなった事業や多額の不用額

が生じている事業は、積極的な見直し又は廃止に努めること。 

④ 社会保障関係経費 

扶助費や医療給付費、介護給付費といった社会保障関係経費については、

今後も増加が見込まれるため、国・県の扶助制度の動向を把握し、漫然と予算

の肥大化を招くことがないよう対象者数や伸び率など徹底した精査を行うこ

と。 

⑤ 投資的経費 

投資的経費は、事業の緊急性や重要性、優先順位を十分に踏まえるととも

に、施設整備や管理運営手法において「従来型手法」だけでなく官民連携によ

る「PPP/PFI手法」の導入を検討すること。 

初期整備費だけでなく後年度の維持管理費や町債の償還費を含めた費用総

額（ライフサイクルコスト）で比較・検討するほか、資材や労務費の高騰や需
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給状況に応じた事業期間や実施時期を設定すること。 

 

（３）公共施設の管理・運営 

公共施設の管理・運営等については、2025（令和７年）６月策定の「葉山町公

共施設等将来構想」や「葉山町公共施設等総合管理計画」を踏まえつつ必要性を

確認・検証したうえで予算要求すること。 

また、公共施設課による「令和８年度施設修繕等ヒアリング」において修繕等

の予算措置が推奨された事案は、その結果を踏まえ優先順位付け、実施手法等を

精査すること。 

原則として、緊急性・安全性の観点から早急な対応が必要なものについては遺

漏のないように必要額を予算要求すること。 

 

（４）物価上昇への対応 

物価上昇は、一時に比べ落ち着きが見られるものの、円安や原油・原材料費、

労務費の増加などは続いており、その影響は光熱水費や物品調達経費だけでなく

事業委託、工事請負や各種サービス価格など広範囲に及ぶため、物価上昇の影響

を適正に見込んだ積算を行うほか、事業の目的、内容、効果、実施時期等につい

て十分検討すること。 

 

（５）団体への補助金の精査 

団体への補助金交付については、運営費補助（団体の運営に必要な経費を補

助）や事業費補助（団体が行う公益性のある事業実施に要する経費を補助）な

どがあるため、以下の視点による精査を行うこと。 

・補助団体の活動内容、社会的役割、財政状況を再確認すること。 

・物価上昇や行政需要の変化など、近年の社会情勢を踏まえること。 

・補助団体と事前に十分な協議を行い、補助対象や金額の妥当性を見極める

こと。 

なお、法令等に基づく補助は精査の対象外とする。 

 

（６）ＤＸ推進への対応 

葉山町ＤＸ推進基本方針に掲げる「住民の利便性向上」「行政事務の効率化」「Ｄ

Ｘ推進基盤の整備」に基づき、生成ＡＩ等の業務支援ツールやシステムを積極的

に検討・導入することで、従来型手法からの転換による省力化や省人化、業務プ

ロセスの見直しを進め、迅速化や分かりやすさの改善などによる行政サービスの

質的向上や働き方改革の推進を図ること。 
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ＤＸ推進が図られた事業についても、実態把握や経費削減効果の検証を行い、

より効率的な手法を見据えた不断の見直しを行うこと。 

予算要求にあたっては、ＤＸ推進の全庁的な整合を図るため「ＤＸ推進本部」

及び「ＤＸ推進会議」の協議結果を踏まえること。 

 

（７）はやまクリーンプログラムへの対応 

SDGsで定める 17の目標達成に向け地球規模で取り組む中、「環境の町」を世界

に向けて発信していくことを目指すエシカルアクションの推進とともに、「はやま

気候非常事態宣言」の趣旨を踏まえ、５つのアクションプランに掲げる施策を中

心に、再生可能エネルギーの利用や省エネルギーの推進など、脱炭素社会の実現

に寄与する取組みを検討すること。 

併せて、地域資源の活用による「地産地消」の推進や、持続可能な生産と消費

を支える「フェアトレード」の理念に基づく取組みについて、SDGsの視点から積

極的に検討すること。 

 

（８）基金と町債の基本的な考え方 

将来の公共施設の更新・維持管理経費の増加に備えるほか、必要な施策・事業

の着実な推進と、持続可能な財政構造の確立に向けた財政運営を図ることを基本

として、基金や償還利率が上昇している町債は慎重な判断のもと活用を図ること。 

 

（９）積極的な財源確保 
既存の歳入にとどまることなく、あらゆる関係法令、通知等資料に基づき正確

に捕捉し、あらたな国・県補助金など積極的な財源確保に努めること。 

また、制度改正や新たな補助制度などの動向には十分な注意を払い、予算へ適

切に反映すること。 

 

（10）不用額の削減 
議会及び監査委員からの意見や指摘事項等については、その趣旨を踏まえ、改

善を図ること。特に光熱水費をはじめとした不用額の削減については、原因の分

析と予算積算の一層の精緻化に努めること。 
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